
健康福祉委員会資料 

（健康福祉局関係） 

２ 陳情の審査 

 （１）陳情第４８号 令和元年台風１９号に対する川崎市独自の災害支援金を

共同住宅の地下発電設備被害への対象拡充を求めるこ

とに関する陳情 

資料１ 川崎市令和元年東日本台風災害支援金の支給について

資料２   令和元年東日本台風(台風第１９号)被災者向けの支援策 

参考資料１ 被災者生活再建支援制度のご案内 

参考資料２ 災害に係る住家の被害認定 

令和２年６月１２日 

健康福祉局 

-1-



川崎市令和元年東日本台風災害支援金の支給について 

１ 川崎市令和元年東日本台風災害支援金について 

（１）目的 

令和元年東日本台風（台風第１９号）は、被災者生活再建支援法や災害救助法の適用等を受け

る大きな被害をもたらし、市内区域での浸水被害の割合が多くありました。 

被災者生活再建支援制度では、全壊、大規模半壊等の被害を受けた世帯に対して支援が行われ

ますが、本市の浸水被害の大部分が対象外となることから、被災者の負担軽減を図るため、半壊

以下の浸水被害を受けた世帯に対し、本市独自の支援（以下、「本市独自支援制度」といいます。）

を行うものです。 

（２）支援対象 

浸水した住宅又は集合住宅の場合は浸水した住戸に居住する世帯の世帯主で、次の①及び②の

両方の要件を満たす方。 

① 床下浸水又は床上浸水の被害を受けた住宅・住戸（店舗併用住宅を含む）で、 

「半壊」「一部損壊(準半壊)」「一部損壊(10％未満)」の状態が罹災証明で確認できること。 

② 国の被災者生活再建支援制度の対象となっていないこと。 

  ③ 支給対象外は次のとおり 

ア 共同住宅で２階以上に居住する場合 

  イ 共同住宅で共用部分のみが浸水した場合 

  ウ 被災建物に居住していないオーナーや店舗（ただし店舗共用住宅は支援対象となります） 

※ 浸水した建物に居住していた世帯であれば、被災した賃借人も対象とします。 

（３）支給額 

  １世帯一律３０万円 

（４）支給方法 

 支給対象者の申請に係る負担を軽減するため、原則として、本制度の対象となる方には、制度

案内と支給申請書を送付し、返送された申請書を審査のうえ、支援金を支給します。 

（５）支援金の申請期間 

被災した日から１３か月（令和２年１１月１１日まで） 

２ 本市独自支援制度支給実績（令和２年５月末現在） 

（１）申請書発送数  ２,１０５件    （２）振込件数  １,８７１件 

【参考１】：被災者生活再建支援制度支給実績（令和２年５月末現在）

（１）申請状況  ①基礎支援金  ６４件 ４，３２５万円 

            ②加算支援金  ４５件 ４，９１２．５万円 

   （２）支給状況  ①基礎支援金  ５７件 ３，７３７．５万円 

            ②加算支援金  ２６件 ２，６８７．５万円

 【参考２】：令和元年東日本台風に伴う物的被害（令和２年３月末現在） 

住家被害 

合計 
①全壊 

②大規模

半壊 
③半壊 

④一部 

破損 

⑤床上 

浸水 

⑥床下 

浸水 

３３ ４６ ９０２ ２１４ １,２５８ ４１１ ２,８６４

小計７９ 小計：２,７８５ 

３ 他自治体における独自支援制度について 

〇被災者生活再建支援制度を補完するため都道府県・政令指定都市で行っている独自支援制度に

おいて、浸水被害を対象とし、かつ、一部損壊(床下浸水)まで支援を行っているのは本市のみ

となっています。 

表 都道府県・政令市における独自支援制度の状況 

対象被害 自治体数 自治体名 

半壊・一部損壊 

（床上・床下浸水） 
１自治体 川崎市 

半壊・一部損壊・床上浸水 １５自治体 

福島県､新潟県､秋田県､長野県､岐阜県､ 

滋賀県､京都府､京都市､兵庫県､鳥取県､ 

愛媛県､熊本県､大分県､宮崎県､鹿児島県 

半壊のみ ７自治体 
千葉市､東京都､北海道､山形県､茨城県､ 

静岡県､広島県 

※ 国調査及び各自治体ホームページに基づく集計 

※ 半壊、一部損壊を対象とし、半壊の支給金額が１０万円以上のものを抽出 

４ 国への要望活動について 

〇「令和元年台風第１５号及び第１９号等による被災地の復旧・復興に向けた指定都市市長会

緊急要請」として、令和元年１１月１日、解体を伴わない「半壊」、「一部損壊」まで拡大す

ることなど、被災者生活再建支援法の支援対象の拡大等について、国に要望を行いました。

５ 陳情に対する本市の考え方 

（１）本市独自支援制度については、令和元年東日本台風が、被災者生活再建支援法や災害救助法

等の適用を受ける大きな被害をもたらし、市内区域での浸水被害の割合が多いことから、被災

者生活再建支援制度の対象とならない、実際に居住していた住宅、住戸に床上、床下の浸水被

害を受けた世帯への支援制度として実施したものです。 

（２）本市独自支援制度において支援対象とする考え方は次のとおりです。 

①対象は、被災者生活再建支援制度と同様、罹災証明書の枠組みを用い、半壊以下の世帯 

  ②浸水被害により、湿気や悪臭、カビなど住宅、住戸内部の衛生環境・生活環境等への直接的

な影響があり、最低限の居住空間としての環境が喪失していること 

（３）共用部分に設置された地下発電設備の浸水被害や、当該設備への被害に伴って発生した停電

等の被害に関しましては、制度の構築にあたり一定の基準が必要な中、上記（２）の考え方か

ら対象外としております。 

（４）被災者生活再建支援制度を補完するため各自治体で行っている独自支援制度において、浸水

被害を対象とし、かつ、一部損壊（床下浸水）まで支援を行っているのは本市のみとなってい

ます。 

（５）令和元年１１月１日に行った「令和元年台風第１５号及び第１９号等による被災地の復旧・

復興に向けた指定都市市長会緊急要請」において、被災者生活再建支援法の支援の対象として、

解体を伴わない「半壊」、「一部損壊」まで拡大すること等を国に要望を行っているところです。 

資料１
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全壊 大規模半壊 半壊 一部損壊
（準半壊）

一部損壊
（10％未満）

・59万5千円 ・30万円

被災者生活再建支援制度

①基礎支援金（被害程度に応じて支給）
②加算支援金（再建方法に応じて支給）

・50～300万円
※半壊の判定のうち、住宅が半壊し、住宅を
止むを得ず解体した世帯（半壊解体）を含む。

本市独自支援制度 ３０万円
※床上・床下浸水被害

令和元年東日本台風(台風第１９号) 被災者向けの支援策

（対象外）

災害救助法による住宅の応急修理制度
※現物支給、日常生活に不可欠な部分の応急的な修理

資料２
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支給額は以下の２つの支援金の合計額となります。 

 Ａ 住宅の被害程度に応じて支給する金額（基礎支援金） 

 Ｂ 住宅の再建方法に応じて支給する金額（加算支援金） 

                                      （単位：万円） 

世帯構成及び住宅の被害程度 
基礎支援金 

加算支援金  

計 Ａ＋Ｂ 住宅の再建方法 

Ａ Ｂ 

複数世帯 

全壊 

半壊解体 

敷地被害解体 

１００ 

建設・購入 ２００  ３００ 

補 修  １００  ２００ 

賃 借   ５０  １５０ 

大規模半壊 ５０ 

建設・購入 ２００  ２５０ 

補 修  １００  １５０ 

賃 借   ５０  １００ 

単数世帯 

全壊 

半壊解体 

敷地被害解体 

   ７５ 

建設・購入 １５０  ２２５ 

補 修   ７５  １５０ 

賃 借   ３７．５  １１２．５

大規模半壊    ３７．５ 

建設・購入 １５０  １８７．５

補 修   ７５  １１２．５

賃 借   ３７．５   ７５ 

【注意事項】 
 〇住宅が「半壊」または「大規模半壊」の罹災証明を受け、あるいは住宅の敷地に被害が生じるなど

して、そのままにしておくと非常に危険であったり、修理するにはあまりにも高い経費がかかるた
め、これらの住宅を解体した場合には、「解体」または「敷地被害解体」として、「全壊」と同等の
支援が受けられます。 

被災者生活再建支援制度のご案内 

１ 被災者生活再建支援制度の内容 

被災者生活再建支援法に基づき、令和元年台風第１９号により、居住する住宅が全壊するなどで生活

基盤に著しい被害を受けた世帯に対し、支援金を支給し、生活の再建を支援するものです。 

住宅の被害程度に応じて支給される基礎支援金と、住宅の再建方法に応じて支給される加算支援金の

２つの支援金が支給されます。 

２ 対象となる被災世帯 

川崎市内に居住の世帯で、令和元年台風第１９号により、 

（１）住宅が全壊した世帯（全壊） 

 ※被害区分が「全壊」である罹災証明書が必要です。 

（２）住宅が半壊し、住宅をやむを得ず解体した世帯（半壊解体） 

 ※被害区分が「半壊」または「大規模半壊」である罹災証明書が必要です。 

（３）住宅の敷地に被害が生じ、住宅をやむを得ず解体した世帯（敷地被害解体） 

 ※罹災証明書が必要です。 

（４）住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯（大規模半壊） 

 ※被害区分が「大規模半壊」である罹災証明書が必要です。 

〇支援金の申請者は世帯主である必要があります。 

４ 申請期限 

Ａ  基礎支援金：令和２年１１月１１日（水）まで（災害のあった日から１３か月の間） 

Ｂ  加算支援金：令和４年１１月１１日（金）まで（災害のあった日から３７か月の間） 

３ 支援金の支給額 

世帯の構成

員が複数 

世帯の構成

員が単数 

参考資料１
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⇒ すべての世帯 

① 被災者生活再建支援金支給申請書（各区地域ケア推進課または大師地区・田島地区健康福祉ステ

ーション保護課でお渡し。川崎市ホームページからもダウンロード可能。） 

② 罹災証明書（各区危機管理担当または大師支所・田島支所区民センター庶務係で発行） 

③ 住民票（令和元年１０月１２日時点の住所がわかる世帯全員のもので世帯主・続柄が確認できる 

もの） 

④ 申請者（世帯主）の振込口座の通帳のコピー 

（金融機関名、支店名、預金種目、口座番号、口座名義人の「ヨミガナ」が印刷された部分） 

⇒ 解体の場合に必要となる書類 

⑤ 滅失登記簿謄本（従前の住宅が登記されておらず発行されない場合等はご相談ください） 

⇒ 敷地被害解体の場合に必要となる書類 

⑥ 滅失登記簿謄本（従前の住宅が登記されておらず発行されない場合等はご相談ください） 

⑦ 敷地被害を証明する書類（敷地の修復工事の契約書のコピー等） 

⇒ すべての世帯 

⑧ 住宅の建設・購入、補修または賃借が確認できる契約書（または見積書＋領収書）等のコピー 

※１ 契約書の内容が不明確な場合には追加で見積書等の添付をお願いすることがあります。 

※２ 補修区分は建物本体に関わる工事が対象です。 

５ 申請に必要な書類 

６ その他留意事項 

・住宅の所有者であっても実際に居住していない場合は対象となりません。 

・自己所有の住宅に限らず、借家やアパート等の賃貸住宅に居住の場合も対象となります。 

・借家等の大家は対象となりません（大家本人が実際に居住している場合は対象となります）。 

・基礎支援金と加算支援金の申請を同時に申請する必要はありません。最初に基礎支援金を申請し、住

宅の再建方法が決まってから加算支援金の申請をすることができます。 

・加算支援金のみを申請することはできません。 

・加算支援金の支給例として、「賃借」５０万円で申請・受給したあとに、申請期間内に住宅の「建

設・購入」を行う場合は、「建設・購入」として、２回目の申請を行うことができます。この場合、

支給額は、「賃借」５０ 万円と「建設・購入」２００万円との差額１５０ 万円となります。 

※「補修」１００万円で申請した場合、「建設・購入」との差額の申請はできません。 

・申請書の受付後、不足の書類があった場合等はあらためてご連絡させていただく場合があります。 

７ 支援金の支給 

申請書は、川崎市での受付後、神奈川県を経由して、本制度の実施機関である「被災者生活再建支援

法人都道府県センター 被災者生活再建支援基金部」に送付されます。同法人において申請書の内容の

審査を行い、支給金額を決定し、指定された金融機関等の口座に支援金が振り込まれます。 

※申請受付から支給までは２～３ヶ月前後です。（書類等に不備がない場合） 

８ 問合せ・申込窓口 

部署名 電話番号 部署名 電話番号 

川崎区役所地域ケア推進課 044-201-3228 高津区役所地域ケア推進課 044-861-3302 

大師地区健康福祉ステーション保護課 044-271-0148 宮前区役所地域ケア推進課 044-856-3254 

田島地区健康福祉ステーション保護課 044-322-1981 多摩区役所地域ケア推進課 044-935-3295 

幸区役所地域ケア推進課 044-556-6643 麻生区役所地域ケア推進課 044-965-5156 

中原区役所地域ケア推進課 044-744-3252   

【Ａ 基礎支援金】 

【Ｂ 加算支援金】 
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参考資料２


